
居宅介護支援事業所重要事項説明書 

 

１．事業所概要 

  事業所名称      医療法人 笹本会 

             おおくに居宅介護支援事業所 

  所在地        山梨県甲府市大里町５３１５ 

  事業所指定番号    １９７０１０４５３３ 

  管理者・連絡先    瀧口 真由美  電話番号 055－220－2988 

  サービス提供地域   甲府市（除外地域：塚原町、下積翠寺町、下帯那町、上帯那町、平

瀬町、塔岩町、竹日向町、高成町、猪狩町、川窪町、高町、草鹿沢

町、御岳町）、甲斐市、南アルプス市、笛吹市、中央市、昭和町 

 

２．事業所の職員体制 

   管理者         1名 

      主任介護支援専門員  1名以上 

   介護支援専門員    4名以上（うち管理者 1名を含む）    

   事務員        1名以上 

 

３．営業日・時間 

      月曜日～金曜日 午前９時 ～ 午後５時 

      休業日     土曜日、日曜日、祝祭日、年末年始（12月 30日～1月 3日） 

              ２４時間連絡体制 有 

 

４．運営の目的と方針 

   事業所は、利用者に対して、介護保険法等関係法令及びこの契約書に従い、居宅サービス

計画の作成を支援し、各種の居宅サービス等の提供が確保されるよう、サービス事業所との

連絡調整その他の便宜を図りながら適切な居宅介護支援を提供する事を目的とします。 

（１）当事業所の介護支援専門員は、要介護者の心身の特性を踏まえて、可能なかぎりその

居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むために、適切な居宅サ

ービス、保健医療サービス及び福祉サービスが総合的かつ効率的に提供されるよう援

助を行います。 

（２）当事業所は、利用者の意思を尊重し、提供される居宅サービスが特定の種類、特定の

事業者に不当に偏することのないよう、公正中立に事業を行います。 

    

５．居宅介護支援の実施概要 

   居宅介護支援では、自宅で生活する利用者が介護サービス等を適切に利用できるよう、心

身の状況、置かれている環境、要介護者の希望等を考慮し、ケアプラン（居宅サービス計画）

を作成するとともに、サービス事業者等との連絡調整を行います。また、必要に応じて介護

施設等の紹介も行います。 



 （１）ケアマネジャーが行う、居宅介護支援の具体的な内容等は、以下のとおりです。 

①居宅介護支援の内容 

ア セ ス メ ン ト 
利用者宅を訪問し、利用者の心身の状況や生活環境など

を把握し、課題を分析します。 

サ ー ビ ス 調 整 
アセスメントの結果を踏まえ、利用する介護サービス事

業者等へ連絡調整を行います。 

ケ ア プ ラ ン 作 成 

介護サービス等を利用するためのケアプランを作成し、

利用者、関係事業所に交付します。利用者からは必ず押

印をいただきます。 

サービス担当者会議 
介護サービス事業者等が集まり、ケアプランの内容等に

ついて話し合います。 

モ ニ タ リ ン グ 

１月に１回は利用者の居宅を訪問し、面接を行い、利用

者の心身の状態やケアプランの利用状況等について確

認します。 

給 付 管 理 
ケアプランを作成後、その内容に基づき毎月給付管理票

を作成し、国民健康保険団体連合会に提出します。 

要介護認定の申請に係る援助 

利用者の要介護認定の更新申請や状態変化に伴う区分

変更申請を円滑に行えるよう援助します。利用者が希望

する場合、要介護認定の申請を代行します。 

介護保険施設等の紹介 

利用者が自宅での生活が困難になった場合や利用者が

介護保険施設等の入所を希望した場合、利用者に介護保

険施設等に関する情報を提供します。 

②テレビ電話装置等を活用したモニタリングの実施 

   テレビ電話装置等を活用したモニタリングの実施方法及びメリット、デメリットは以

下のとおりです。 

同意欄 説明 

□ 利用者の状態が安定していることを前提として実施します。 

□ 実施にあたっては、主治医及びサービス事業者等の合意を得ます。 

□ ２月に１回は利用者の居宅を訪問して面接を行います。 

□ 移動が不要であるため、ケアマネジャーとの日程調整が容易になります。 

□ 訪問者を自宅に迎え入れないため、利用者の心理的負担が軽減されます。 

□ 感染症が流行している状況でも、非接触での面接が可能になります。 

□ 
利用者の健康状態や住環境等については、画面越しでは確認が難しいこと

から、サービス事業所の担当者から情報提供を受けます。 

③居宅介護支援の業務範囲外の内容 

   ケアマネジャーは、ケアプランの作成やサービスの調整等を行いますが、下記に示す

ような内容は業務範囲外となります。これらのご要望に対しては、必要に応じて他の専

門職等を紹介いたします。 

居宅介護支援の業務範囲外の内容 

・救急車への同乗 

・入退院時の手続きや生活用品調達等の支援 

・家事の代行業務 

・直接の身体介護 

・金銭管理 



 

（２）利用料金 

      居宅介護支援の実施に際しての利用料金は「別紙１」の通りです。 

     但し、厚生労働省が定める介護報酬については原則として利用者負担はありません。 

  （３）研修の参加 

現任研修等、資質向上のため必要な研修に計画的参加します。 

  （４）担当者の変更 

     ①利用者からの交代の申し出 

       選任された介護支援専門員の交代を希望する場合は、当該介護支援専門員が業

務上不適当と認められる事情その他、交代を希望する理由を明らかにして、事業所

に対して交代を申し出ることができます。ただし、利用者から特定の介護支援専門

員の指名はできません。 

     ②事業者からの介護支援専門員の交代の申し出 

       事業者の都合により、介護支援専門員を交代することがあります。その場合は、

利用者及びその家族等に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配

慮するものとします。 

 

６．秘密の保持 

  （１）サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族に関する秘密・個人情報につい

ては、利用者又は第三者の生命、身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合

を除いて、契約期間中及び契約終了後、第三者に漏らしてはならないものとします。  

  （２）ただし、サービス提供するにあたり、病院・医院及びサービス提供に関係する他事業

所との間で利用者の情報提供（症状・サービス内容など）をすることができるものと

します。 

  （３）離職した者についても、サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族に関す 

る秘密・個人情報については、第三者に漏らしてはならないものとします。 

 

７．個人情報の取扱いについて 

利用者及び家族の情報については次の記載するところにより必要最低限の範囲内で 

使用することとし、同意を得ない限り用いません。 

（１）使用目的 

   事業者が介護保険法に関する法令に従い、居宅サービス計画に基づき指定居宅サービ

ス等を円滑に実施するために行うサービス担当者会議等において必要な場合に使用

します。 

（２）使用にあたっての条件 

   ①個人情報の提供は（１）に記載する目的の範囲内で最小限にとどめ、情報提供の際

には関係者以外に漏れることのないよう細心の注意を払うこととします。 

   ②事業者は個人情報を使用した会議、相手方、内容等について記録しておきます。 

（３）個人情報の内容（例示） 

   ①氏名、住所、健康状態、病歴、家族状況等、事業者がサービス等を行うために最小



限必要な利用者や家族個人に関する情報 

   ②認定調査票（各調査項目及び特記事項）、主治医意見書、介護認定審査会における

判定結果の意見 

   ③その他の情報 

（４）使用する期間 

   契約締結日から契約終了日までとします。 

 

８．事故発生時の対応 

    利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、市区町村、利用 

者の家族に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、利用者に対する指定居宅 

介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

 

９．緊急時の対応方法 

    居宅介護支援の提供中に利用者の心身の状態が急変した場合、その他必要時は、家族ま 

   たは緊急連絡先へ連絡をするとともに、速やかに主治医に連絡を取る等の必要な措置を 

講じます。ただし、家族及び緊急連絡先への連絡が取れない場合は、所長の判断によりや 

むを得ず緊急車輌にて受診を依頼する等の必要な措置を講じます。 

 

主治医 
 

 

医療機関名 

電話番号 

 

 

ご家族 
 

 
電話番号 

 

 

 

 

１０．主治の医師及び医療機関等との連携 

    事業者は利用者の主治の医師又は関係医療機関との間において、利用者の疾患に対す

る対応を円滑に行うために、疾患に関する情報について必要に応じて連絡をとらせていた

だきます。そのために、入院、受診時等には、当該事業所名及び担当介護支援専門員の名

称を伝えていただきますようお願いいたします。（医療保険証、お薬手帳等に当該事業所

の介護支援専門員の名刺を添付する等の対応をお願いします。） 

 

１１. ご利用者自身によるサービスの選択と同意 

  （１）利用者自身がサービスを選択することを基本に支援し、サービスの内容、利用料等の

情報を、下記の通り適正に利用者または家族に対して提供するものとします。 

   ・利用者は、ケアプランに位置付ける介護サービス事業所等について、複数の事業所の紹

介や、その選定理由について事業者に求めることができます。 

   ・特定の事業者に不当に偏した情報を提供するようなことや、利用者の選択を求めること

はなく同一の事業主体のみによる居宅サービス計画書原案を提示することはいたしま

せん。 



   ・当事業所がケアプランに位置付けている訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福

祉用具貸与の利用状況は「別紙 2」の通りです。 

  （２）ターミナルケアマネジメント加算は、医師が一般に認められている医学的知見に基づ

き、回復の見込みがないと診断された利用者又はその家族から下記の内容に同意を得た

うえで算定します。 

    ①ターミナル期に担当ケアマネジャーが通常よりも頻回に訪問すること。 

    ②担当ケアマネジャーが状態変化やサービス変更の必要性を把握すること。 

    ③把握した心身の状況等の情報を記録すること。 

    ④把握した心身の状況等を主治の医師等やケアプランに位置付けた居宅サービス事業

所へ提供すること。 

    ⑤必要に応じて主治医等に症状等に関する指示を受けること。 

 

１２. 他機関との各種会議等 

  （１）利用者が参加しない場合、医療・介護の関係者のみで実施するものについて、「医療・

介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」及び「医療上

システムの安全管理に関するガイドライン」等を参考にして、テレビ電話等を活用し

ての実施を行います。 

  （２）利用者等が参加し、実施するものについて、上記に加えて、利用者等の同意を得た上

で、テレビ電話等を活用して実施します。 

 

１３．業務継続計画の策定 

     事業所は、感染症や非常被害の発生時において、利用者に対する居宅介護支援事業の

提供を継続的に実施するため及び非常時の体制での早期の業務再開を図るための計画

を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

     また、介護支援専門員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修

及び訓練を定期的に実施するよう努めます。 

     定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行いま 

す。 

 

１４．感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

     事業所は、感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲げる措置を講じる

よう努めます。 

  （１）事業における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（テレビ電 

話装置等を活用して行うことができるものとする）をおおむね６か月に１回以上開催 

します。その結果を、介護支援専門員に周知徹底します。 

   （２）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 

  （３）介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的 

に実施します。 

 



１５．虐待の防止 

    事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じるよ 

う努めます。 

  （１）事業所における虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用し 

て行うことができるものとします）を定期的に開催するとともに、その結果について、 

介護支援専門員に周知徹底を図ります。 

  （２）事業所における虐待防止のための指針を整備します。 

  （３）介護支援専門員に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施します。 

  （４）虐待防止の措置を講じるための担当者をおきます。 

 

１６．ハラスメント対策 

  （１）事業所は職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい環境づくりを 

目指します。 

  （２）利用者またはその身元引受人ないしご家族、その他関係者が事業所の職員に対して行 

う、暴言・暴力・嫌がらせ・誹謗中傷等の迷惑行為、セクシャルハラスメントなどの 

行為を禁止します。 

 

１７．損害賠償 

事業者は、サービスの実施にあたって、自らの責めに帰すべき事由により利用者の生命・ 

身体・財産に損害を及ぼした場合には、その損害を賠償するものとします。 

但し、事業者は、自らの責めに帰すべき事由がない限り、損害賠償責任を負いません。 

とりわけ以下の各号に該当する場合には、事業者は損害賠償責任を免れます。 

（１）契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について故意にこれを

告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合 

（２）契約者が、サービスの実施のため必要な事項に関する聴取・確認に対して故意にこれ

を告げず、又は不実の告知を行ったことにもっぱら起因して損害が発生した場合 

（３）契約者の急激な体調の変化等、事業者が実施したサービスを原因としない事由にもっ

ぱら起因して損害が発生した場合 

（４）契約者が、事業者及びサービス従業者の指示・依頼に反して行った行為にもっぱら起

因して損害が発生した場合 

 

１８．相談窓口・苦情対応 

（１）居宅介護支援に関するご相談・苦情及び居宅サービス計画に基づいて提供している各 

サービスについてのご相談・苦情を承ります。 

      担当    瀧口 真由美 

      受付時間  午前９時 ～ 午後 5時 

      電  話  ０５５－２２０－２９８８（土日祝祭日を除く） 

（２）市町村の介護保険相談窓口及び山梨県国民保険団体連合会に苦情を申し立てることも

できます。 



 各市町村介護保険相談窓口 受付時間 8：30～17：15（土日祝祭日を除く） 

甲府市 055-237-1161 甲斐市 055-276-2111 南アルプス市 055-282-1111 

 中央市 055-274-1111 笛吹市 055-262-4111 昭和町 055-275-2111 

 山梨国民健康保険団体連合会 介護保険課 相談窓口専用電話 

電話 ０５５－２３３－９２０１  （毎週水曜日 9：00～16：00） 

  （３）苦情受付後は医療法人笹本会介護サービスに関する苦情取り扱いに関する規定に基づ

き、解決に努める。尚、本規定は別紙綴りを参照してください。 

 

 

当事業所は、居宅介護支援の提供にあたり利用者に本書面に基づき重要事項を説明しました。 

 

 

《説明確認欄》 

◎ サービス契約の締結にあたり、上記により重要事項を説明しました。 

 

事業者  医療法人 笹本会 

     おおくに居宅介護支援事業所 

所在地  山梨県甲府市大里町５３１５ 

説明者  氏名                印 

 

◎ サービス契約の締結にあたり、上記により重要事項の説明を受け、受領しました。 

 

令和   年   月   日 

 

 

利用者 住所                   

 

    氏名                 印 

 

 

（代理人）住所                      

 

     氏名                 印 


